
 

１ 混信妨害等の申告概況 

 
� 平成１９年度の申告件数は３５３件で内訳は以下のとおり（括弧内は全体に占める割合）。 

¾ 航空無線、船舶無線や携帯電話など重要な無線通信に関する申告７２件（20%）。 

¾ タクシー無線やテレビなど一般の無線通信に関する申告２４７件（70%）。 

¾ パソコンやオーディオ機器など電子機器に関する申告３４件(10%) 

� 申告のあった３５３件への措置状況は以下のとおり。 

¾ 調査・対策指導により解消したもの １４１件。 

¾ 調査中に自然消滅したもの １１２件。 

¾ 現在調査中のもの ９９件。 

¾ その他 １件。 

 
【重要な無線通信への混信・妨害のイメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 不法無線局の取締り状況 

 

�  平成１９年度の共同取締りの摘発局数は８７局で内訳は以下のとおり。 
¾ 不法アマチュア無線２２局。 
¾ 不法パーソナル無線２５局。 
¾ 不法市民ラジオ２局。 
¾ 再免許を受けず免許が失効した漁業用船舶局など３８局。 

（参考）不法無線局はテレビ、ラジオへの受信障害、携帯電話等への妨害を発生させる恐れ 
があり、警察署、海上保安部と共同取締りを実施。 
【警察署との共同取締り】              【海上保安部との共同取締り】 
 
 
 
 



 

３ 電波利用ルール等の周知・啓発 

 
�  不法無線局等による混信その他妨害から電波利用者を保護し、良好な 
電波利用環境の整備を図るため、電波利用に関する周知・啓発活動を実施。 
¾ 市民への周知・啓発として６月と１０月にテレビ広告、街頭キャンペーン等を実施。 
¾ 不法無線機器が出回らないよう家電量販店、ディスカウント店等へ周知、指導。 
¾ 電波法への適合が疑わしい無線機器の大半は、ワイヤレスの音響・映像用途の 
ものであり、他にワイヤレスベビーモニター等も確認。 
 


